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1．研究の目的

デジタル航空画像を直接取得するために、

デジタルセンサが搭載されたデジタル航空カ

メラが開発されて数年が経過した。デジタル

航空カメラのセンサは、ラインセンサ型とエ

リアセンサ型（フレームセンサ）に大別され

るが、本稿でいう「デジタル航空カメラ」と

はエリアセンサ型の機材を指すものとする。

デジタル航空カメラは、世界的にはDIMAC

System社のDiMACやAPPLANIX社のDSSなど

数種類が商品化されているが、現時点、日本

において導入報告がされているのはインター

グラフ社（旧ZI-Imaging社）のDMC（Digital

Mapping Camera）と、ベクセル社のUCD

（Ultracam D）など、複合型デジタルエリア

センサと呼ばれる機材だと思われる。

複合型デジタルエリアセンサは、１シーン

あたりの画素数が大きく、広範囲の撮影がで

きるが、その導入にあたって最大の課題とな

るのは、周辺機器まで含めると一式数億円に

もなる導入費用と、年間数千万円と想像され

る維持コストであろう。デジタル航空カメラ

のメンテナンスに関しては、専用のキャリブ

レーション・サイトの問題もある。また、航

空機内の占有スペースや消費電力が大きく、

設置調整が不可欠な精密機器であることか

ら、運用上、簡単には機材の換装ができない

ため、デジタル航空カメラ専用の航空機が必

要となる。これらの状況により、現状では国

内のデジタル航空カメラの導入状況が必ずし

も充分とは言えず、災害時などの緊急時にデ

ジタル航空画像が必要とされたとき、遅滞な

く全国をカバーする撮影体制が整うのか危惧

されるところである。

本研究では、デジタル航空カメラ導入にあ

たっての課題を解決するために、シンプルな

構成ながら、高性能なデジタル光学機器と画

像処理技術を用い、導入・維持コストの低減

を図ったデジタル航空カメラ「TDC」（写真

１、写真２）の開発を試みるとともに、その

撮影画像の検証を行うものである。
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写真１　デジタル航空カメラ「TDC」

写真２　航空機に搭載されたTDC
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2．研究の特色

2.1 デジタル航空カメラの諸元

日本に導入実績があるエリアセンサ型デジ

タル航空カメラのうち、インターグラフ社の

DMC、ベクセル社のUCDについて、既報の

報告（引用文献１）、参考文献２）３））などをも

とに諸元をまとめた。また、今回製作したデ

ジタル航空カメラ「TDC」の諸元についても

併せて示す。（表１）

表１　デジタル航空カメラの諸元

RGBの3光学系から得られた3つ
のマルチスペクトル画像に、4
光学系から得られた空間分解能
の高い4つのパンクロセンサ画
像を重ね合わせ、パンシャープ
ン画像を生成。

RGBの3光学系から得られた3つ
のマルチスペクトル画像に、4光
学系からシントピック撮影で得
られた空間分解能の高い9つのパ
ンクロセンサ画像を重ね合わせ、
パンシャープン画像を生成。

1つの光学系を通し、RGB原色フィ
ルタを用いた単板型のエリアセン
サから画像を生成。
1度に撮影する範囲を広げるため、
3つの光学系により、同時に3画像
を撮影。

カラー画像の生成方式

CCD
3,000×2,000（各1枚）
7,000×4,000（×4枚）

CCD
4,008×2,672（各1枚）
4,008×2,672（×4枚）

CMOS 4,992×3,328
（単板RGB原色フィルタ）

センサ画素数
R,G,B,NIR
パンクロ

12 bit（4096階調） 12 bit（4096階調） 12 bit（4096階調）センサ階調

13,824×7,680 11,500×7,500 10,000×5,000（予定）合成画像（画素）

12μｍ 9μｍ 7.21μｍ画素間隔

25㎜×4本
120㎜×4本

28㎜×4本
100㎜×4本

50㎜×3本
または
85㎜×3本

レンズ焦点距離
R,G,B,NIR
パンクロ

74度
44度

55度
37度

（50㎜） （85㎜）
75度　　　　45度
40度　　　　24度

撮影範囲
飛行方向直角
飛行方向

F4～F22 F5.6 F1.4～F22絞り

1/50～1/300秒 1/60～1/500秒 1/50～1/2,500秒シャッター速度

2秒 1秒 2秒最短シャッター間隔

TDI制御 TDI制御
高速シャッターにより特別な機構
は不要

FMC（前進ぶれ補正）

約2,000枚 1,850枚（非圧縮）
特に制限なし
約600枚（可逆圧縮）でCFカード交換

記録枚数

840GB 1000GB 同上データ容量

1,380ｍ×768ｍ 1,150ｍ×750ｍ 1,000×500ｍ
撮影範囲
地上分解能10㎝

項　　目 インターグラフ社DMC ベクセル社UCD デジタル航空カメラTDC（試作機）

2.2 デジタル航空カメラの画像生成の仕
組み

DMCやUCDなどの複合型デジタルエリア

センサは、RGBのマルチスペクトル画像を取

得するため、３組のレンズおよびエリアセン

サ（以下、光学系と呼ぶ）を用いる。また、

高空間分解能のパンクロ画像取得のため４組

の光学系を用いている。パンクロ画像は、

DMCで４枚、UCDで９枚に空間分割されて

取得される。（図１）

空間分割して複数枚取得されたパンクロ画

像は、貼合せ調整により１枚のパンクロ画像

となる。RGBのマルチスペクトル３画像を色

の３原色として合成し、これに高空間分解能

のパンクロ画像を重ね合せてコントラスト差

で細分化し、パンシャープン画像とする。こ
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れには、複雑で高精度な機構が必要であるた

め、導入・維持には高コストを要する。

一方、今回製作したデジタル航空カメラ

は、１つの光学系から１つのカラー画像を生

成するシンプルな仕組みのため、導入・維持

コストを低減化することができる。（図２）

3． 研究の実施方法

3.1 デジタル航空カメラの構成要素ごと
の検討

（１）レンズ

一般にレンズでは、物体の１点から出た光

が理想的な像点に集まらず、その近傍に散ら

ばって結像する。この理想点からのズレ量を

収差といい、光の波長（色）に関係しない５

つの収差（ザイデルの５収差）と、色に関係

する２つの収差（色収差）に分類される。

収差の無いレンズは存在せず、レンズの種

類が異なればもちろんのこと、同じ種類のレ

ンズでも若干の相違が生じる。レンズ収差の

影響を小さくするため、次の仕組みとした。

・１組のレンズ・エリアセンサから１つの

カラー画像を生成する

・レンズ収差の補正、内部標定要素の取得

ができること

これにより、機器調整や画像補正にかかる

手間とコストを省きながらも、位置のズレや

色のズレが小さく色調の整ったカラー画像を

得ることができる。

なお、今回製作したデジタル航空カメラで

図１　DMC・UCDでのパンシャープン画像生成の仕組み

図２　デジタル航空カメラ「TDC」でのカラー画像生成の仕組み

先端測量技術　No.93



31

は、撮影範囲を広げるために３組のレンズ・

エリアセンサを用いている。

（２）エリアセンサ

画像を取得するCCDなどのエリアセンサ

は、空間分解能を高めるためには画素数が多

いほど良いが、センサ感度を高めるためには

１画素のサイズが大きい方が良いため、大き

なエリアセンサが必要となる。ただし、半導

体と同様な工程で作成されるエリアセンサの

大きさには製作限界があり、１つのエリアセ

ンサで航空フィルムを代替するのは未だ困難

な状況である。

しかしながら、最近のデジタル光学機器の

発達により、RGB各12ビット階調のフルカ

ラーでありながら、1,670万画素で構成される

CMOS型エリアセンサが利用できるように

なった。CMOS型エリアセンサはCCDに比べ

消費電力が非常に少なく、航空機に搭載する

デジタル航空カメラにとって大きなメリット

である。

CCDと比較した場合のCMOSセンサのメ

リットを次に示す。

・消費電力が少ない（発熱量が少なく、熱

による歪みも小さい）

・単一の低電圧で駆動できる（CCDでは数

種類の電圧が必要）

・構造がシンプルなため集積度を高くでき

る

・信号の読み出し速度が高速

・CCD特有の欠点であるスミア（縞状の強

い輝線）やブルーミング（光がにじむよ

うな現象）の発生がない

（３）色再現

エリアセンサから得られる生（なま）の

RGB画像は、人間が自然に感じる色調となる

ように色再現（色合成）をしなければならな

い。色再現では、天候や地表の状況に応じた

ホワイトバランス補正（色温度による補正）

を行うなど、効果的でフレキシブルな設定が

行えるものとした。特に、空中写真撮影で問

題となる空中の青い散乱光（ヘーズ）の影響

についても、ホワイトバランス補正での低減

が期待される。

（４）シャッター間隔

空中写真撮影では、撮影基線長と航空機の

スピードによってシャッター間隔が決定され

る。5,000×3,300画素のエリアセンサの長辺

方向に飛行コースをとり、地上分解能10㎝

で、70％オーバーラップ撮影すると基線長が

150ｍとなる。飛行速度を200㎞/hとすると、

シャッター間隔は約2.7秒である。このため、

連続撮影ができる最短シャッター間隔を約２

秒となるようにした。

（５）シャッター速度と前進ぶれ補正

高感度のCMOS型エリアセンサと、明るい

レンズ（F1.4）を用いたため、シャッター速

度を1/2,500秒まで高速化することができた。

空中写真撮影では、一般に低空での撮影に

際して前進ぶれ補正（FMC）が必要とされて

おり、DMCやUCDでもTDI制御による前進ぶ

れ補正が行える。TDI制御は、エリアセンサ

による画像読み込みの露出時間中に、機体が

前進するのに合わせて、センサ上の各ライン

（飛行直角方向）のデータを逐次後方のライ

ンにシフトさせる処理としている。１）

しかしながら、TDCではシャッター速度が

高速なため、シャッター速度を1/1,000秒とし

ても、地上分解能10㎝の撮影ができる高度

700ｍにおいて飛行速度200㎞/hとすると、そ

の間の対地移動量は５㎝、センサ上では１／

２画素にしかならない。このため、ライン単

位（画素単位）にシフトさせるような前進ぶ

れ補正機構は必要ない。

（６）データ転送、データ格納

シャッター間隔が短くなり、また、エリア

センサから得られるデータ量が大きくなれ
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ば、それに応じてデータ転送・格納には高速

性、安定性などの高い性能が要求される。ま

た、航空機内ではデータ格納装置の大きさ

と、消費電力を極力抑えられることも求めら

れる。

このため、高速にデータ格納ができ、低温

低気圧でも安定的に作動し、故障の恐れが少

なく、かつ消費電力が極めて少ないコンパク

トフラッシュカード（CFカード）を用いるこ

ととした。現時点で、CFカードは容量８Gバ

イトまで商品化されており、エリアセンサか

ら転送された可逆的圧縮画像を600枚程度記

録することができる。これは地上分解能10

㎝、オーバーラップ60％となる基線長200m

撮影の場合、総延長120㎞の撮影が可能とな

る容量であり、途中でCFカードを交換すれば

実用的には問題ないと判断した。

（７）筐体、マウント、電源

航空機へのデジタル航空カメラの搭載に際

しては、広く普及しているアナログ航空カメ

ラRC30のカメラマウントPAV20等に装着でき

るよう、飛行時の安全性・安定性にも十分配

慮した筐体を設計、製作した。このため、機

体やマウントの改造は不要であった。

また、PAV20等の回転機構とナビゲーショ

ン機構をそのまま利用するため、偏流角を補

正した撮影でも、アナログ航空カメラと同じ

要領で撮影できるメリットもある。

電源は、航空機からの電力供給に頼らず、

低電圧の小型バッテリーで駆動させる。

3.2 レンズの収差の検討

レンズの収差とは、理想像点と実際の結像

点のズレ量を示し、色に関係する２つの色収

差と、色（波長）に関係しない５つの収差

（ザイデルの５収差）とに分類される。

・色収差（屈折率が異なることによる結像のズレ）

・軸上色収差　光軸上で色による焦点のズレ

・倍率色収差　色によって像の倍率が異なる

・色に関係しない収差

・歪曲収差　像が歪む（ディストーション）

・球面収差　光軸上で焦点が合わない

・非点収差　光軸外で焦点が合わない

・コマ収差　光軸外で彗星のような尾を引く

・像面湾曲　結像が平面上に集まらない

（１）色収差

色収差のうち倍率色収差は、同じ点から出

た光でも、波長の違いにより同じ点に結像し

ないことを示す。例えば、多くの波長光が重

合している白色光では、倍率色収差により色

ズレが発生することになる。色ズレは、一般

に焦点距離の長いレンズで影響が大きくな

り、画像周辺部において像が色の縁取りをも

ち、鮮鋭度が損なわれることがある。色収差

は、色収差が生じにくいレンズ（色消し）を

用いれば小さくできる上、今回は焦点距離が

短いレンズを採用したため、ほとんど影響が

ないと考えた。

（２）歪曲収差

色に関係しないザイデルの５収差の内、

「歪曲収差」は像の形状の再現性の欠陥を示

す収差であり、他の収差は像の解像力に関係

する収差である。歪曲収差は、本来は正方形

に写るべき像が、タル型や糸巻き型、あるい

はこれらが複合された形状に歪曲してしまう

現象であり、写真測量においては最も重視す

べき収差である。（図３、図４）

レンズでは、１つの収差を取り除こうとす

ると他の収差が大きくなるなど、それぞれの

収差は背反した性格を持つ。また、一般にレ

ンズ設計では、光軸近傍の収差を最小化する

ことを基本にしている。このため、レンズ光

軸から離れるほど、つまり画像の周辺部にな

るほど歪曲、解像力、色ズレなどの収差が大

きくなる。

これらの収差の大きさは、結像面における
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図３　歪曲収差（糸巻き型） 図４　歪曲収差（タル型）

レンズ光軸からのオフセットだけでなく、被

写体までの撮影距離、レンズ絞り口径、入射

光の波長をパラメータとし、個々のレンズ特

性によって導き出される極めて複雑なものと

なる。

（３）歪曲収差の補正と精度の検証

写真測量において、レンズの歪曲収差を小

さくすることは最も重要な事項の１つであ

る。アナログ航空カメラでは、画像が直接

フィルムに記録されるため、レンズそのもの

の歪曲収差を小さくする方法がとられた。ア

ナログ航空カメラのレンズは、23×23㎝の

フィルム面上で５μｍ程度の歪曲収差がある

とされている。

一方、デジタル航空カメラでは、品質の高

いレンズを用いるのはもちろんだが、デジタ

ル画像を直接取得できる特性を活かし、画像

処理によって歪曲収差を補正する方法をとる

ことが出来る。これは、キャリブレーショ

ン・ターゲットを繰り返し撮影し、内部標定

要素の他、必要なレンズ特性を取得すること

により、レンズの収差補正を行うものである。

本研究では、この方式を採用し、歪曲収差の

補正を行うこととし、その精度を検証した。

歪曲収差の補正精度を検証するために、解

析図化機等の校正に用いられるガラス格子板

の格子上に35点の検証点を設け、その画像を

撮影した。検証点の格子上の理論的な座標

と、画像から読み取った検証点の計測座標と

の射影変換式を最小二乗法によって求め、理

論値と計測値の残差を画素単位で求めた。そ

の結果、標準偏差が0.25画素、最大残差が0.5

画素となり、歪曲収差の補正精度が極めて高

いことが検証された。（表２、図５）

歪曲収差の補正

標準偏差

最大残差

補正後
上段：画素数
下段：結像面上

0.25画素
1.80μｍ

0.50画素
3.61μｍ

表２　歪曲収差の補正精度

図５　歪曲補正前・後の変位状況

第28回　技術発表会論文特集



34 93号

3.3 周辺減光の補正

レンズでは、一般に画像の中心部よりも周

辺部の方が暗くなる（周辺減光）。特に絞り

を広く開けたときや広角レンズを用いたとき

顕著となる。周辺減光は、モザイクやオルソ

画像の画質に大きな影響を及ぼす。この問題

に対し、アナログ航空カメラでは、フィルタ

により中心部の明るさを押さえて対処してい

る。

本研究では、画像処理により周辺減光の補

正を試みた。周辺減光は、レンズに固有な特

性と、撮影時の絞りに影響される。また、エ

リアセンサの露光特性は光量に対して非線形

的であるため、これも考慮しなければならな

い。周辺減光の補正も、補正に必要なレン

ズ・センサの特性を取得することにより行う

ものとした。

４．撮影画像の検証

４.１　相互標定の残存縦視差

デジタル航空カメラ（TDC）を用い、地上

分解能10㎝の画像を取得するため、高度700

ｍ、70％オーバーラップで撮影を行った。こ

の画像の歪曲収差などを補正し、デジタル図

化機に読み込み、画像のオーバーラップ部分

で相互標定を行ったところ、残存縦視差の標

準偏差が0.1画素、最大残差でも0.2画素（地

上２㎝相当）となった。公共測量作業規程で

は、残存縦視差の許容量をフィルム上0.02㎜

としているが、これは1/5,000撮影で地上10㎝

に相当し、TDC撮影による相互標定の精度は

これを十分に満たす。

4.2 空中三角測量による精度検証

先に述べた撮影により、１コース３モデル

の空中三角測量を行った。既存の地上基準点

を４点利用し、検証点を12点設けて検証し

た。その結果、標準偏差は水平方向で0.12ｍ、

高さ方向で0.14ｍ、最大値は水平方向で0.24

ｍ、高さ方向で0.24ｍとなった。公共測量作

業規程では、水平・高さ方向の精度制限につ

いて、標準偏差が撮影高度の0.02％以内の

0.14ｍ、最大値が撮影高度の0.04％以内の0.28

ｍとされている。TDC撮影による空中三角測

量の精度は、この制限値を満たしている。

4.3 画質の検証

画質を検証するため、12月17日の13時に、

撮影高度700ｍで地上分解能10㎝となる撮影

を行った。冬至は12月22日であるから、撮影

日は１年で最も太陽高度が低い時期となり、

影が長く、光量が少ないという撮影条件が悪

い中での画像が得られたこととなる。この様

な撮影条件にもかかわらず、写真３では、

様々な色の車や屋根、カラー舗装が鮮やかに

写っており、色再現性の高いことが分かる。

図６　周辺減光補正のイメージ
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写真３　色再現性の検証（冬至の頃に撮影）

写真４は、写真３の一部を拡大表示したもの

だが、歩道のカラータイルの状況や、道路上

の白線、高架鉄道の線路・枕木が明瞭に写っ

ている。また、センサ階調が12bitと階調幅が

広いため、陰影部についても高い判読性が得

られていることが見て取れる。

写真４　細部および陰影部の判読性の検証（冬至の頃に撮影）
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4.4 検証結果のまとめ

以上、TDCで撮影された画像の検証結果を

まとめると次のようになる。

・相互標定では、非常に良好なステレオ・

モデルを構成できた

・空中三角測量による精度検証では、公共

測量作業規程の制限値を満足した

・撮影画像の画質では、色再現性、細部お

よび陰影部の判読性が良好であった

これより、本研究で製作したデジタル航空

カメラ（TDC）は、空中写真測量に利用でき

るうる性能を有することが示された。

5．まとめ

デジタル航空カメラとして導入されている

複合型デジタルエリアセンサは、複数の光学

系から得られた画像を貼り合わせ、重ね合わ

せるため、精密で複雑な仕組みが必要であ

る。このため、機材の導入や維持管理が高コ

ストとなり、幅広い普及のネックとなってい

た。

本研究では、デジタル航空カメラの導入・

維持コストを低減化するため、１つの光学系

から１つのカラー画像を取得する方式を提案

し、これを実現するための構成要素を検討し

て試作機（TDC）を製作した。また、ホワイ

トバランス・歪曲収差・周辺減光の補正な

ど、空中写真測量に適用するために必要な画

像処理の仕組みを構築し、実用化に耐えうる

精度・性能を得た。本研究で期待される効果

をまとめると、次の通りである。

・デジタル航空カメラに汎用的な光学機材

を用いるため、導入コストが低減

・複雑なキャリブレーションが必要ないた

め、維持管理に手間がかからない

・シンプルな機構で、HDDなどの駆動部品

も無いため、故障が少ないと予想される

・アナログ航空撮影で用いた航空機、マウ

ントを利用できる

・設置スペースをとらず、特別な電力供給

は不要

・３組の光学系を用いることで広い撮影範

囲となった

・高速シャッターにより、前進ぶれ補正機

構を付けることなく画質が向上

・天候や地表状況に応じてホワイトバラン

スを補正することで高画質化が図れる

・周辺減光の補正により、モザイクやオル

ソフォトの品質向上が期待される

また、今後の課題として、ダイレクト・ジ

オ・リファレンスに対応するため、GPS／

IMUシステム（写真５）の組み込みを検討し

ている。

（発表日2006年7月7日）
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